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仕事と育児の両⽴しやすい社会の実現
卒論報告

村上ゼミナール
4年 ⻑嶋穂乃⾹
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１．研究の⽬的

•近年、⼥性の社会進出が謳われている

• 第⼆次安倍内閣「3本の⽮」
「待機児童の解消」「職場復帰・再就職の⽀援」「⼥性役員・管理職の増加」
→⼥性の社会進出に密接に関係している

• 企業の「育休取得率」アピール

世間的注⽬度の⾼まり
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２．各章の概要

第2章 少⼦化社会との関係
• ⼦ども数の変化
• 出産年齢の変化
• 出産後の就業継続の状況
• ⼥性の⼦育て意識

第3章 法律や企業の取り組み

• 育児休業制度の変遷
• 両⽴⽀援策の変遷
• ワークライフバランスの実現に向
けた取り組み

→現状と問題

第4章 ⼥性労働者の意識

• ⼥性が働きやすい職場について
• ⾮正規で働く⼥性の育児との両⽴
について

終章 まとめ・結論

• 各章の主張のまとめ
• 仕事と育児が両⽴できる社会の実
現のためには何が必要であるか

第1章 ⼥性の働き⽅
政府統計を⽤いて調査
雇⽤形態別/年齢階級別/
産業別/事業所規模別
→実数の変化から⼥性の働き⽅がどの
ように変化してきたか
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３．研究内容

⼥性労働者と育児の関係性

50歳未満の⼥性の未婚割合は14.06％

ライフコース上にある結婚・出産・育児は
⼥性労働者の働き⽅に⼤きな影響を与える

⼥性労働者の労働環境改善のために、法律の施⾏・改正がされ
てきたが、結婚・出産を機に退職する⼥性が少なくない
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３．研究内容

⼥性労働者の働き⽅の変化

出所：総務省「労働⼒調査」

15〜34歳の層は
未婚の正規が最も多い
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３．研究内容

⼥性労働者の働き⽅の変化

出所：総務省「労働⼒調査」

35〜64歳の層は
既婚の⾮正規が最も多い
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３．研究内容

⼥性労働者の働く場所
産業別…

出所：総務省、2018年「就業構造基本調査」

「医療、福祉」
「卸売業、⼩売業」
「製造業」
が半数を占める

女性 男性

全産業 59,208,100 26,671,800 32,536,200 45.0% 55.0%

　農林漁業 740,800 340,000 400,800 45.9% 54.1%

　鉱業 24,500 4,200 20,300 17.1% 82.9%

　建設業 4,000,400 751,800 3,248,600 18.8% 81.2%

　製造業 10,071,800 3,003,300 7,068,500 29.8% 70.2%

　電気・ガス・熱供給・水道業 372,300 54,800 317,400 14.7% 85.3%

　情報通信業 2,104,300 573,700 1,530,600 27.3% 72.7%

　運輸業，郵便業 3,310,900 679,800 2,631,100 20.5% 79.5%

　卸売業，小売業 9,319,200 4,888,000 4,431,200 52.5% 47.5%

　金融業，保険業 1,599,200 875,300 723,900 54.7% 45.3%

　不動産業 1,199,800 487,800 712,000 40.7% 59.3%

　学術研究，専門・技術サービス業 1,922,300 695,300 1,226,900 36.2% 63.8%

　宿泊業，飲食サービス業 3,247,000 2,073,400 1,173,600 63.9% 36.1%

　生活関連サービス業，娯楽業 1,814,600 1,092,400 722,300 60.2% 39.8%

　教育，学習支援業 2,950,500 1,640,300 1,310,200 55.6% 44.4%

　医療，福祉 7,852,800 6,042,500 1,813,000 76.9% 23.1%

　複合サービス業 544,500 220,800 323,700 40.6% 59.4%

　サービス業（他に分類されないもの） 3,954,900 1,653,000 2,301,900 41.8% 58.2%

　公務 2,348,400 691,800 1,656,500 29.5% 70.5%

産業大分類

従業者数

総数 女性 男性
構成比（％）
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３．研究内容

⼥性労働者の働く場所
従業者規模別…

出所：総務省、2018年「就業構造基本調査」

中〜⼩規模事務所ほど
⼥性⽐率が⾼い

女性 男性
総数 66,213,000 29,138,900 37,074,100 44.01% 55.99%
　1人 3,684,200 1,138,000 2,546,100 30.89% 69.11%
　2∼ 4人 6,356,800 2,778,100 3,578,800 43.70% 56.30%
　5～9人 4,199,900 1,931,600 2,268,300 45.99% 54.01%
　10∼ 19人 4,207,600 1,869,900 2,337,800 44.44% 55.56%
　20∼ 29人 2,468,600 1,035,200 1,433,400 41.93% 58.07%
　30∼ 49人 2,924,900 1,213,100 1,711,800 41.47% 58.53%
　50∼ 99人 4,016,400 1,616,000 2,400,400 40.24% 59.76%
　100∼ 299人 5,975,900 2,367,200 3,608,800 39.61% 60.39%
　300∼ 499人 2,658,000 1,048,500 1,609,500 39.45% 60.55%
　500∼ 999人 3,166,100 1,243,500 1,922,600 39.28% 60.72%
　1000人以上 12,087,600 4,750,300 7,337,300 39.30% 60.70%
官公庁など 5,047,900 2,236,800 2,811,100 44.31% 55.69%
その他の法人・団体 8,129,600 5,247,100 2,882,500 64.54% 35.46%

従業者規模
総数 女性 男性

構成比
従業者数
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３．研究内容
合計特殊出⽣率の変遷

出所：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「出⽣動向調査」、厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

下降傾向

10

３．研究内容
合計特殊出⽣率の変遷

出所：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「出⽣動向調査」、厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

下降傾向

1組の夫婦につき、2⼈の⼦どもがいるか
いないかという現状
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３．研究内容
⺟の年齢階級別に⾒た出⽣数の構成⽐

出所：厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

25〜29歳の
割合が多い
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３．研究内容
⺟の年齢階級別に⾒た出⽣数の構成⽐

出所：厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

30〜34歳と35〜39歳
の割合が増加
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３．研究内容
⺟の年齢階級別に⾒た出⽣数の構成⽐

出所：厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

30〜34歳と35〜39歳
の割合が増加

出産年齢の⾼齢化
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３．研究内容
育児休業制度の改正経過

1歳まで

（30⼈以上適⽤）

育児休業

1歳まで

原則1歳まで

（保育所に⼊れない等の

場合、1歳6か⽉）

原則1歳まで

（左記に加え、⽗⺟ともに

休業する場合、1歳2か⽉）

育児休業給付⾦

H4.41 H7.4.1 H17.4.1 H22.6.30

休業前賃⾦の25％

（休業中20％、職場復帰後5％）
休業前賃⾦の40％

（休業中30％、職場復帰後10％）

休業前賃⾦の50％

（休業中30％、

職場復帰後20％）

休業前賃⾦の50％

全額を休業期間中

に⽀給

休業前賃⾦の50％

（休業開始から6

か⽉は67％）

H7.4.1 H13.1.1 H19.10.1 H22.4.1 H26.4.1

※⾮正規の育休取得条件は厳しい

15

３．研究内容
⼥性の育児休業取得率の推移

出所：厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

2019年の取得率は
ピーク時10.6ポイント減少
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３．研究内容
男性の育児休業取得率の推移

出所：厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」

上昇してはいるが、
⼥性と⽐べて⼤幅に低い
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３．研究内容

⼥性の⼦育てに対する意識
⽇本の⼥性には、昔からジェンダー規範に基づいた「⼦どもが⼩
さいうちは⾃分の⼿で育てたい」という⼦育て意識がある

「⼦どもが3歳くらいまでは、⺟親は仕事を持たず
に育児に専念した⽅がよい」

出所：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所、1993年

「全国家庭動向調査」

出所：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所、2018年

「全国家庭動向調査」

賛成

反対
反対

賛成
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３．研究内容

⼥性の就業継続に対する意識
内閣府男⼥共同参画局の資料によると
妊娠・出産を機に仕事を辞めた理由（複数回答可）
「⼦育てをしながら仕事を続けるのは⼤変だったから」52.3％
「⼦育てに専念したかったから」46.1％
「⾃分の体や胎児を⼤事にしたいと考えたから」41.8％
「職場の出産・⼦育て⽀援制度が不⼗分だったから」27.9％
「保育所など、⼦どもの預け先を確保できなかったから」10.9％
「夫や家族が仕事を続けることに賛成しなかったから」9.6％
「職場に復帰しても仕事の内容が主産前と異なりそうで不満だったから」7.9％

育児休業制度が改善されても、浸透していない
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３．研究内容

現状と問題

• 正規労働者：両⽴⽀援制度が浸透していない
• ⾮正規労働者：育児休暇が取りにくい
→既婚⼥性は⾮正規に多いのに、育児休業制度は⾮正規向け
ではない
• ⼥性の⼦育て意識として、⼦どもが⼩さいうちは⾃分の⼿で
育てたいというものがある
→離職率の上昇

• 男性の育休取得率が⼥性の⽐にならないほど低い
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４．結論

• ⾮正規労働者（パートタイマー、派遣労働者）への⼦育て⽀援の拡充

• ⾏政・企業が協⼒し、⼥性も男性も育休を取りやすい環境づくり

• 育児に関して⼥性への負担が⼤きいため、病院などから夫婦へ向けた育児指導

仕事と育児の両⽴しやすい社会の
実現につながる
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５．苦労した点、頑張った点

• 政府統計を集めて、年代ごと同じ項⽬にそろえること

• 各章、⼀貫性を持たせるようにすること
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⾼齢者雇⽤が促進される環境に関する考察
⾼⽊⽒の「⾃⼰選別」の妥当性に関する考察

〜⽬次〜

1，⾼齢者雇⽤の現状

2，⾼齢者雇⽤の質的向上に関する考察

3，⾼⽊⽒の「⾃⼰選別」の妥当性に関する考察

報告者：濱⽥⻯次

1

・図 1-1「日本の総人口推移」         

 
（出所）総務省統計局 「平成 27年国勢調査結果」により筆者作成 

・⼈⼝減少は今後さらに顕著に
表れ、2100年には⼈⼝が現在の
半分以下に。

・現在、「超⾼齢化社会」に位
置付けられている⽇本だが、
2050年には⾼齢化率が40％近く
に上昇し、⾼齢化の問題はさら

に深刻に

〜⽇本の⼈⼝構造・⾼齢化の概況〜

年⾦の節約、⼈⼝減少に伴う労働
⼒不⾜を補うためにも、⾼齢者雇
⽤の促進は重要である

2

〜国際⽐較から考えられる⽇本の⾼齢労働者の特徴〜

・図 1-4「70歳以降の高齢者就業率の国際比較」 

 
（出所）内閣府（2016）「高齢者の生活と意識 第 8回国際比較調査」 

・⾼齢者雇⽤安定法等の⾼齢者雇⽤
政策、年⾦など経済基盤が弱いこと
により⽇本の⾼齢者雇⽤は諸外国と
⽐較すると、⾼い⽔準にある。

⽇本の⾼齢者雇⽤の現状では、量的な
雇⽤の増加は達成できているが、労働
の質的な向上は伴っていない

質の向上のためには、賃⾦の上昇
を含めた待遇改善が求められるが、

容易ではない

3

〜労働の質の向上に関する考察➀〜

（出所）独⽴⾏政法⼈労働政策研究研修機構―『⾼齢期就業の男⼥⽐較―４か国⽐
較からみた⽇本の特徴―』

（出所）内閣府「世論調査」より著者作成

⽇本の⾼齢労働者は、諸外国と⽐
較し、職場で⼈とのつながりを
求める傾向にあることが明らかに

⾼齢期になるほど仕事に対し、
⽣きがい（やりがい）を求め
る傾向があることが明らかに

ソフト⾯での待遇改善が、労働の質的
向上につながるのではないか

4

〜労働の質の向上に関する考察➁〜

⾼齢労働者の質の向上のためには

良好な⼈間関係を築くことができる職場
やりがいを感じられる職務内容、仕事が必要である

（ソフト⾯での改善）

ペア就労

5

・労働に＋αの付加価値を与
えられ、やりがいにつながる
・ペア就労を通じ、⼈とのつ

ながりを実感できる

・技術の継承、スキル
アップにつながる。
・⾼齢労働者とコミュ
ニケーションを取るこ
とで⾃⾝とのギャップ
に気づいていく
（価値観の共有）

〜ペア就労〜 ペア就労…⾼齢労働者と若年労働者がペアを組んで同
じ業務に携わることで若年労働者にスキルや技術の継
承を実現する就労形態

アットホームな職場の
雰囲気
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⾼⽊⽒の「⾃⼰選別」の妥当性に関する考察

7

・実際の労働⼒率は
45.9％である

8割〜9割の労働者が
定年後も就労したい
と考えている。

〜⾼⽊⽒の「⾃⼰選別」の妥当性に関する考察〜
・⾼⽊（2008）で、⾃⼰選別は以下のように説明されている。

定年

この数値の乖離には、「⾃⼰選
別⾏動」が存在するとしている

8

〜⾼⽊⽒の「⾃⼰選別」の妥当性に関する考察〜
＜⾃⼰選別が起こるメカニズム＞

企業の価
値観

達成⽔準
定年後の働
き⽅の前例

ジョブローテーション
⼈事異動

この時点（定年到達前）
で、継続雇⽤の可能性に
ついて⾃分で判断するこ
とが可能になり、継続雇
⽤がされないと⾃⼰判断
した場合には、就労希望
を出さずに退職する

⾃⼰選別⾏動

9

〜経済⾯からの検証〜
⾼⽊は2009年の全国消費実態調査をもとにし、普通に勤め上
げてきた⾼齢労働者は⾦銭的にゆとりがあるとしている。

＜考察＞
総務省統計局「家計調査報告（貯蓄・負債編）」を確認すると、
40代では負債現在⾼が貯蓄現在⾼を超えている。（負債保有世
帯割合66.2％）50代では負債現在⾼は貯蓄現在⾼の3分の1程度
（負債保有世帯割合55.3％）であることが明らかとなった。さ
らに、⾼齢者の貧困が問題となっている現状を考慮すると「⾃
⼰選別」により、就労をあきらめる選択をする可能性は低いと

考えられる。

10

〜⼈事異動が⾃⼰選別のプロセスになりうるか検証〜

⾼⽊は⾃⼰選別が起こるには⻑期間会社に
⾝を置き、⼈事異動を経験しなければなら

ないとしていた。

松本（2019）の継続雇⽤に関するデータで、⾼⽊が⾃⼰選別が起こりうるとしてい
る定年退職者（継続雇⽤を希望しなかったもの）の内訳を確認すると、⼥性が9割
近くを占めていることが明らかとなった。さらに、 独⽴⾏政法⼈ 労働政策研究・
研修機構の「企業における転勤の実態に関する調査」（右上のグラフ）で⼥性労働
者の多くが⼈事異動を経験していないこと、内閣府男⼥共同参画局の調査で、⼥性

労働者は男性労働者よりも勤続年数が短い事が明らかとなった。

勤続年数が短く、⼈事異動の経験が少ない⼥性労働者が⾃⼰選別の起こ
りえるカテゴリーの⼤半を占めていたことから、⼈事異動を通じて⾃⼰
選別が起こるという⾼⽊の主張は、妥当性に⽋け、⾃⼰選別⾏動は起こ

りえないのではないかという考察にいたる。

11

〜まとめ〜
⾼⽊⽒の「⾃⼰選別⾏動」に関する考察

経済⾯ ⼈事制度

⾼⽊⽒は、⼀般的に勤め上げてきた⾼
齢労働者はゆとりがあるとしているが、
その前提の根拠が不明確である。

⾼⽊⽒は、終⾝雇⽤制度により定年到達時には、⾃⼰
評価できる程度の⼈事異動を経験しているとしていた。
しかし、実際には⾃⼰選別が起こりえるカテゴリーに
は、⼈事異動の経験が少ない⼥性労働者が⼤半を占め

ていた。

結論：⾃⼰選別は起こりえない

12
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物流危機を乗り越えるために
〜新たな物流網の問題〜

村上ゼミナール
学⽣証番号 17AK770
⿊ 川 遼 太 郎

1

<⽬次>
１．研究の⽬的
２．研究の内容
３．結論
４．その他

2

１．研究の⽬的

3

<物流に焦点を当て研究した経緯>

• ⼤学に⼊り、物流をより⾝近に感じるようになったこと

• 物流業界に関することがメディアで散⾒されるようになったこと

4

（商品購⼊）
（消費者）

5

「ガイアの夜明け」より

6
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⾝近にある物流が危機的な状況にある。
それは本当か？何故か？

• 物流業界の現状・過去の事例
• 同業界の課題・問題点
• 各企業の対応

7

⾝近にある物流が危機的な状況にある。
それは本当か？何故か？

• 物流業界の現状・歴史
• 同業界の課題・問題点
•各企業の対応

独⾃物流網を築くことに問題
があるのでは？

8

独⾃物流網は機能するのか

１．研究の⽬的

9

２．研究の内容

10

２．研究の内容

物流業界が抱える問題→ドライバーの⼈⼿不⾜

11

有効求⼈倍率の推移
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4. 50

201 4 201 5 201 6 201 7 201 8 201 9

全職業 ⾃動⾞運転の職業

出所：厚⽣労働省 「⼀般職業紹介状況」より筆者作成
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道路貨物運送業 年齢階級別就業者構成⽐ (単位：％)

出所：（公社）全⽇本トラック協会「⽇本のトラックと輸送産業-現状と課題-2020」より筆者作成
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13

この⼈⼿不⾜を招いた要因は何か

・宅配便取扱個数の増加
・EC市場が拡⼤

14

宅配便取扱個数の推移
（百万個）

出所：国⼟交通省発表資料「⾃動⾞関係統計宅配便取扱個数」より筆者作成
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15

⽇本のB to C-EC市場規模の推移

出所：経済産業省「令和元年度内外⼀体の経済成⻑戦略構築にかかる国際経
済調査事業（電⼦商取引に関する市場調査）」より筆者作成
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16

EC（電⼦商取引）
物・サービスの売却あるいは購⼊であり、企業、世帯、
個⼈、政府、その他公的あるいは私的機関の間で、イン
ターネット上で⾏われるもの。物・サービスの注⽂はイ
ンターネット上で⾏われるが、⽀払いおよび配送はオン
ラインで⾏われてもオフラインで⾏われても構わない。

出所：経済産業省「平成 30 年度 我が国におけるデータ駆
動 型社会に係る基盤整備 （電⼦商取引に関する市場
調査）」

17

EC市場規模→40.225％の上昇

EC化率 →3.92ポイント
（すべての商取引⾦額に対するEC市場規模の割合）

経済産業省「令和元年度内外⼀体の経済成⻑戦略構築にかかる国際経済調査事業
（電⼦商取引に関する市場調査）」を参考に

18
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⼈⼿不⾜＋荷物量増加

物流危機

19

<物流危機への対応、2パターン>
・既存の物流網の⼀部で輸送効率を図る
こと

・新たな物流網を築くこと

20

・検品の省略

帰りはどこか

で荷物を積ん

で帰る。

パターン①

21

パターン②

22

パターン② 楽天市場のワンデリバリー構想

物流拠点 ユーザー

楽天

出店店舗

23

新たな物流網の危険性
→物流危機を乗り越えるための対
策が新たな物流危機を⽣む可能性
を秘めている

24
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⼈材不⾜を改善するための対策では
なく、運賃上昇への対策という側⾯
が強い

新たな物流網

25

物流危機がなぜ⽣じたか
→過当競争の結果

26

物流⼆法の制定
→1.参⼊規制の免許制から認可制への変更、
2.運賃・料⾦について認可制を事前届出・変更命令制へ緩和
3.事業区分の廃⽌
4.貨物⾃動⾞運送適正化事業実施機関の設置
5.運⾏管理者試験の導⼊、6.荷主勧告制度の新設

27

過当競争がもたらしたもの
→・運賃の低下
・過酷な労働環境

28

適正な運賃を設定する

適正な運賃→原価割れを起こさないような運賃の設定

29

（結論）

運賃上昇の波への対応として、新たな物流網を構築することは
物流危機への対策にはならない。低運賃で新たな物流網を機能さ
せた場合、新たな物流危機を⽣み出す可能性が⾼い。

仮に新たな物流網を構築するのであれば適正な価格で物流網を
機能させる必要がある。

30
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現在の⽇本の⼥性の労働状況
と今後の課題

〜より⼥性が輝く働き⽅の実現に向けて〜

村上ゼミナール
⾶世健介2021/2/1 1

1

研究の背景
2年次にゼミナール合宿の課題である書評において奥⽥
祥⼦⽒の『「⼥性活躍」に翻弄される⼈びと』を選んだ。
本書では、2016年に施⾏された「⼥性活躍推進法」が⼥
性の⽣き⽅や働き⽅にどのような影響を与え、真に⼥性
が輝く社会とはどのようなものかと問題提起している。
この書籍を読み⼥性が現在どのような状況下で働き、
「⼥性活躍」がしやすい環境とはどのようなものである
かと疑問を持ち、今回の研究に⾄る。

2021/2/1 2

2

研究の⽬的
•安倍前⾸相が2014年に世界経済フォーラム年次総会で、
「⽇本は⼥性に、輝く機会を与える場でなくてはなら
ない」と演説し、⼥性活躍の推進はアベノミクスの成
⻑戦略の柱の⼀つと位置付けられていた。ここ数年で
政府は⼥性が活躍できる社会を実現させるために、⼒
を⼊れている。このようなことから、戦後の⼥性の労
働政策の歴史や国際⽐較を研究することで今⽇本の⼥
性がどのような環境で働き、そして今後への課題を⾒
つけることが今回の研究の⽬的である。

2021/2/1 3

3

⼥性の活躍が必要な理由
1.⼈⼝減少化での労働⼈⼝の確保
2.⼥性の多様で柔軟な⽣き⽅への⽀援が必要
3.社会の持続可能確保のための両⽴⽀援が少
⼦化対策と整合的である
4.グローバル社会への対応

2021/2/1 4

4

第１章 戦後の⼥性の
労働政策の歴史

2021/2/1 5

5

1980年代半ば〜90年代
•1986年 男⼥雇⽤機会均等法施⾏
•1992年 育児休業法制定
•1999年 改正男⼥雇⽤機会均等法施⾏

男⼥共同参画社会基本法施⾏

2021/2/1 6
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2000年代〜10年代
•2003年 次世代育成⽀援対策⽀援法制定
•2007年 ワークバランス憲章策定
•2009年 育児・介護休業法改正
•2014年 ⼥性活躍アクションプラン発表
•2016年 ⼥性活躍推進法施⾏

2021/2/1 7
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第2章 現在の⼥性の
労働状況

2021/2/1 8

8

労働⼈⼝
・2018年の女性の労働人口は3014万人で前年比77
万人増加している。

・雇用者数を雇用形態別にみると、2018年の女性
は、「正規の職員・従業員」が1138万人。

・「非正規の職員・従業員」は1451万人。

・労働力人口総数に占める女性の割合は44.1%で
前年比0.4ポイント上昇している。

2021/2/1 9
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年齢階級別労働⼒率
• 図1 2018年と2008年のM字カーブ比較 ・M字型の底となる34〜39歳の労働力率

は、10年前の2008年と比較すると全ての
年齢階級で労働力率は上昇している。

・第一子出産前後の女性の継続就業割合
をみると、2010（平成22）年～2014（平
成26）年に第一子を出産した女性の継続
就業率は53.1%となっており、2005（平
成17）年～2009（平成21）年に出産した
女性の継続就業率38.0%と比べて上昇し
ている。
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労働環境
• 表1 相談件数の内訳(2017年度) ・2017（平成29）年度に都道府県労働局雇

用環境・均等部(室)に寄せられた均等法(昭
和47年法律13号)に関する相談は、19,187件
であった。

・都道府県労働局における職場の「いじ
め・嫌がらせ」の相談件数は約72,000件で
全体の35.4％を占めており、6年連続で最も
相談件数が多かった。

相談内容 件数

性差別(募集・採用、配置・昇進、教育訓練、間接差別等) 1266(6.6%)

婚姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱い 4434(23.1%)

セクシャルハラスメント 6808(35.4%)

妊娠・出産等に関するハラスメント 2506(13.1%)

母性健康管理 2686(14.0%)

その他(ポジティブ･アクション等) 1487(7.8%)

2021/2/1 11
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育児との関係
•厚⽣労働省の「平成30年度雇⽤均等基本調査（速報版）」によ
ると、⼥性の育児休暇取得率は前年度⽐1.0ポイント減の82.2％
に対し、男性は前年⽐1.02ポイント増の6.16%となった。
•厚⽣労働省「平成30年雇⽤均等基本調査」によると、育児休暇
を取得して職場復帰した男性の実際の取得期間は、5⽇未満が
約36％、2週間未満と合わせても約71%とごく短期間に⼤多数
の⼈が取得していることが分かっている。

2021/2/1 12
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第３章 国際⽐較から
みた現状

2021/2/1 13
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労働⼒率の国際⽐較
•表2 ⼥性の労働⼒率 •⼥性の労働⼒率が最も⾼いの

は、スウェーデン(70.7%)で、
⽇本（52.5%）とは18.2ポイ
ントの差がある。
•労働⼒率(15〜64歳)の男⼥差
で⽐較すると、スウェーデン
で4.8ポイントと最も⼩さく、
⽇本は18.7ポイントとなって
いる。

女性の労働力率（%） 男女差（ポイント）

イタリア 41.1 18.3

日本 52.5 18.7

韓国 52.9 20.8

ドイツ 55.9 10.9

アメリカ 57.1 12

イギリス 58.1 10.6

オランダ 59.1 10.5

カナダ 61.3 8.3

ロシア 63.1 12.3

スウェーデン 70.9 4.8

2021/2/1 14
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⼥性の地位―ジェンダー不平等指数
•国連開発計画は毎年、⼈間開発報告書を公表しており、2010年
からは同報告書において「ジェンダー開発指数」と「ジェン
ダー不平等指数」を試算している。
• 2018年のジェンダー開発指数をみると⽇本は166ヵ国中51位で
ある。
•同年のジェンダー不平等指数をみると、⽇本の指数は0.099で
指数が公表されている162ヵ国中23位であった。

2021/2/1 15
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男性の育児参加
• OECD（経済協⼒開発機構）が2020年にまとめた⽣活時間の国
際⽐較のデータ（15〜64歳の男⼥を対象）によると、有償労働
時間が⻑いのは、⽐較国中⽇本男性（452分）、韓国男性（419
分）、カナダ男性（341分）となっている。
•無償労働時間が短いのは⽐較国中⽇本男性（41分）、韓国男性
（49分）、イタリア男性（131分）となっている。
• OECDの2020年における国際⽐較データをみると、有償労働時
間と無償労働時間の合計時間をみると、⽐較国中⽇本⼥性
（496分）、スウェーデン⼥性（495分）、⽇本男性（493分）
が⻑い。
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第4章 ⼥性管理職がなぜ
少ないのか

2021/2/1 17
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管理職に占める⼥性の割合
•表３ 管理職に占める⼥性の割
合 （2018年）

•管理職に占める⼥性の割合は、
⽇本と韓国がアメリカ、オー
ストラリア、スウェーデンな
どの欧⽶諸国のほか、フィリ
ピン、シンガポールなどのア
ジア諸国と⽐べても低い⽔準
にとどまっている。

管理職に占める女性の割合（％）

アメリカ 40.7
日本 14.9
イギリス 36.3
ドイツ 29.4

フランス 34.5
イタリア 27.0
スウェーデン 38.6
韓国 14.6

シンガポール 36.4
マレーシア 20.3
フィリピン 52.7
オーストラリア 38.7
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ダイバーシティ・マネジメント
•⼤沢によると管理職の⼥性⽐率が⾼い企業ほど業績が⾼いにも
かかわらず、多くの⽇本企業が対策を講じていない。
•⼥性の能⼒活⽤はなぜ経済にプラスの影響を与えるのか。その
理論的根拠を提供しているのがダイバーシティ・マネジメント
である。
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ダイバーシティを必要とする経済要因

•消費の変化
•顧客の多様化とサービス経済化
•経済のグローバル化

2021/2/1 20
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ダイバーシティ・マネジメントの成果

1.プロダクト・イノベーション
2.プロセス・イノベーション
3.外的評価の向上
4.職場内の効果

2021/2/1 21
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第5章 ⼥性の管理職⽐率
が低い理由
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管理職の男⼥格差
•男性と⼥性で学歴や勤続年数が同じであると仮定して管理職⽐
率を推計してみる。⼭⼝（2013）は、従来の推計⽅法よりもす
ぐれたDFL法という推計⽅法を⽤いて管理職の男⼥格差の要因
分析をしている。その結果わかったことは、⾼卒の男性の⽅が
⼤卒の⼥性よりも遥かに管理職割合が⾼いということであり、
学歴より⽣まれが男性か⼥性という点が課⻑以上の管理職にな
る確率に⼤きな影響を与えているということである。
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•本間は、管理職において⼥性が少ない要因をジェン
ダーギャップの総合的モデルとして図⽰している。
ギャップをもたらす要因は⼤別すると社会的要因、個
⼈的要因、組織的要因という3つに分類でき、この3つ
の要因が相互に関連しあって、管理職のジェンダー
ギャップ（男⼥差）をもたらしているという（本間、
2010）。
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無意識の偏⾒
•「無意識の偏⾒」とは⼈々が無意識のうちに持ってい
る考え⽅、ものの⾒⽅である。無意識の偏⾒により、
業務配分が男性には責任ある仕事、⼥性には補助的な
仕事につながり、⼥性の⼈事育成を阻む⼀因となって
いる。
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⼥性の活躍推進のためのエコシステム
•McKinsey&Company（2012）では、⼥性の活躍推進に
成功している企業は、3つの要素からなるエコシステム
をもっていると指摘している。

1.トップコミットメント
2.⼥性が活躍しやすい環境の整備
3.⼥性活躍のためのプログラムの導⼊
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終章 まとめ
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今後の課題と考察
•現在⼥性が置かれた⽴場には、改善すべき課題が多くある。
•課題を解決するために、「⼥性活躍推進法」を施⾏し、政府が
⼥性が輝けるような取り組みを⾏うことは、⼀定の効果がある
と考える。
•⽬標を達成させるためだけに数合わせで⼥性を管理職に登⽤す
るだけでは、何の意味もなく今後の⽇本が⼥性にとって働きや
すい環境ということができない。
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•今回の研究を通じて私が「⼥性活躍」のために必要で
あると感じたことは、2点ある。

1.男性のさらなる育児参加
2.⼥性が結婚や出産を機に仕事をやめてしまうこと
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卒論で苦労した点
•テーマ決め
•構成
•２万字を書くこと
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卒論報告

生活困窮者自立支援の在り方

村上ゼミナール 4年 池川枝里

1

目次
• 序章
• 第1章 生活困窮者自立支援の概念

第1節 「生活困窮者」の定義

第2節 「自立」の定義

第3節 「支援」の定義

• 第2章 生活困窮者をとりまく現状

第1節 生活困窮者の現状

第2節 生活保護制度の概要

第3節 生活困窮者自立支援制度の概要

第4節 生活困窮者支援の新たな動き

第5節 生活困窮者自立支援の課題

• 第3章 伴走型支援の必要性

第1節 伴走型支援の概要

第2節 北九州におけるモデル事業

• 第4章 これからの生活困窮者自立支援

• 終章
• 参考文献

2

卒論テーマの選定理由

・新型コロナウイルス感染症による生活困窮のニュースをみたり、就
職活動で貧困について調べたりしたことで、貧困問題について身近に
感じるようになった。

・生活困窮者に対して、近年さまざま支援が行われており、関心が高
まっているが、生活に困窮する人は年々増加している。

→よりよい生活困窮者の自立支援の在り方について考える

3

第1章 生活困窮者自立支援の概念

本章では、まず生活困窮者自立支援を考えるにあたり、「生活困窮者」「自立」「支
援」の言葉の意味をそれぞれ定義し、考えるための道筋を立てた。

「生活困窮者」とは？？
【生活困窮者自立支援法第3条】
就労の状況、心身の状況、地域社会とその関係性その他の事情により現に経済的に困窮し、最
低限度の生活を維持することができなくなるおそれのあるものをいう

経済困窮と社会的孤立の複合関係に置かれた人々

4

「自立」とは？？

経済的な自立のみならず、日常生活における自立や社会生活における自立も含まれる。（厚生労働省、2015）

日常生活自立・社会生活自立・経済的自立を総合的にとらえたもの＝自立

「支援」について

①個人に対する支援
②社会的孤立を引き起こさない社会の創造に対する支援 の２つを考える必要がある。

5

第2章 生活困窮者をとりまく現状

2章では、生活困窮者の現状や、生活保護制度・生活困窮者自立支
援制度について整理し、生活困窮者自立支援の課題を明らかにした。

①経済的困窮、社会的孤立について

経済的困窮の現状については相対的貧困率や、被保護世帯数を用いて調べた。

→貧困率、生活保護受給世帯ともに、年々増加しており、生活困窮者が増えていることが分かった。
要因として、高齢化や雇用の非正規化があげられる。

社会的孤立の現状については、孤立無業者数を用いて検討した。

→無業者全体に占める孤立者の割合は年々増加している。こうした人の生活活動の消極性が問
題点としてあげられた。

6
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②生活保護制度や生活困窮者自立支援制度について

生活保護制度や生活困窮者自立支援制度に基づき、現在さまざまな支援事業が実施されてい
る。
特に、就労支援事業については、本人の段階にあわせてさまざまな就労機会（中間的就労など）

の提供の推進が進められている。また自治体とハローワークが一体となったワンストップ型の支
援体制なども行われている。

→しかし、問題点として
・就労自立を強制する「ワークフェア志向」の支援体制である
・社会的孤立に対応した支援体制の弱さ
・就労の「定着支援」や「伴走型支援」までには手が回らない など

これらの課題を踏まえて、生活困窮者支援について考える

7

第3章 伴走型支援の必要性

本章では、2章であげた課題をもとに生活困窮状態への対応策として、奥田らがあげている伴走
型支援についてみていった。

また、実際に伴走型支援を行った例として、北九州におけるモデル事業をまとめた。

・生活困窮者は、経済的困窮のみならず、社会的孤立を抱えているが、社会孤立に対応
するためには、「伴走」し、社会参加を促すことが必要

・伴走型支援を行うことで、就労以外の支援ニーズも見えてくるため、そうした領域の支援
を行うことで、より効果的な就労支援としての機能が果たされるようになる。

8

第4章 これからの生活困窮者自立支援

3章で紹介した伴走型支援を踏まえ、これからの生活困窮者自立支援
の在り方について考えた。

①日常生活自立や社会生活自立の支援を強化していく

②単発的ではなく、長期的に伴走しながら人生そのものをコーディ
ネートしていく、伴走型支援の推進

③社会的就労さらなる導入

9

卒論で苦労した点・頑張った点

・就活を12月までやっていたので、卒論に割ける時間がほとんどなかったが、
ぎりぎりで提出することができた。時間がない人でも、頭の中で構成を考え
たりしておくだけで、スムーズに進めることができる。

・データを調べてグラフをつくったりするのが時間かかったので、早めにやる。

・皆さんならすばらしい論文が書けると思います！

10
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⾦融リテラシーの
現状と課題
17AS426 
中島祐樹

1

・研究⽬的

2

• ⾃⾝の⾦融知識があまりないこと

• ⽇本の⾦融リテラシーの現状

• ⽇本の⾦融教育の実態

⾦融知識

3

⾦融リテラシーとは…

「⾦融に関する健全な意思決定を⾏い、究極的に⾦銭⾯で個⼈の良い暮らしを（wellーbeing）
を達成するために必要な⾦融に関する意識、知識、技術、態度および⾏動の総体」
（OECD⾦融教育に関する国際ネットワーク2012）

4

• ・⽇本の⾦融リテラシーの現状

2019年に⾦融広報中央委員会によって⾏われた⾦融リテラシー調査によると
正誤問題の正答率が56.６％（前回調査55.６％）となった。

実際に出題された正誤問題

⾦利が上がった場合通常、債権はどうなるでしょうか？

答え：

⽇本の⾦融リテラシーの現状

下がる

5

• ⾦融リテラシーの⾼い⼈の特徴

6
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家庭で⾦融教育を受けたと感じている⼈の割合

１.⾦融教育を受けたと感じている⼈
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２.⾦融・経済情報を⾒ている⼈
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３.横並び⾏動バイアスのあまりない⼈
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横並び⾏動バイアスが強い⼈の割合

横並び⾏動バイアスが強い⼈の割合

３.横並び⾏動バイアスが強い⼈

9

・各国との⾦融リテラシーの⽐較

0 10 20 30 40 50 60 70 80

22⽇本
・
・
・

⑩韓国
⑨ポルトガル
⑧カナダ
⑦ベルギー

⑥オーストリア
⑤⾹港（中国）
④ノルウェー

③ニュージーランド
②フランス

①フィンランド

系列 1

系列1

10

• ⽇本⼈が不得意とする⾦融分野

11

インフレ

⽇本弱い分野

複利

分散投資

12
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⽇本で⾏われている
⾦融教育例

13

「ウェブ版⼈⽣設計ゲーム」

⼈⽣で起こりうるライフイベントを考えそれ
に付随する費⽤を計算し、最終的な総資産を
チェックする。

14

家計簿アプリを
使った学習
• 家計簿記帳で重要なことは
記帳することによって⽣活
を⾒直すきっかけになる。
①記帳する、②費⽬分けを
⽉ごとにまとめる、③費⽬
ごとに予算をたて毎⽉の収
⽀をつきあわせる、④将来
のライフサイクルを⾒越し
て、⻑期的な経済計画をふ
まえた予算構築をする。本
研究では、講義と併⽤して
利⽤できる家計簿記帳アプ
リを利⽤して③あるいは④
を⽬指す。そこで、家計簿
アプリを⽤いた⾦融経済教
育の可能性を明らかにする。
•

「Yes! My Cash]

15

海外での⾦融教育

16

アメリカでのパーソナルファイナンス教育
パーソナルファイナンスとは、個⼈の⼈⽣の夢やライフプランを実現するための⼿段としての
⾦融経済知識に関するものであり、その⽬的は⽣きる⼒をつけるサポートとして、その⼈の⽬
標とする⼈⽣を過ごせるようにすることである。」

収⼊ マネー管理

収⼊源 ニーズとウオンツ

収⼊に影響する要素 ⾦融上の意思決定

予算

起業⼼ ⾦融上の責任

税と政府サービス 保険、リスク管理

インフレと購買⼒ ⾦融情報源

社会保障と医療 ファイナンシャルプランニング

企業⽀援の貯蓄プラン 法的⽂章（遺⾔等）

⽀出とクレジット 貯蓄と投資

⽐較購⼊ 貯蓄や投資の理由

機会費⽤ 貯蓄、投資商品

⽀払⼿段 リスクとリターン、流動性

消費者情報 複利、時間価値

消費者苦情の⼿続 72の法則、ドルコスト平均法

クレジットコストと記録 分散投資

クレジット問題（破産等） 投機と情報源

クレジットと消費者保護法 ⾦融市場の規制

企業⽀援の貯蓄プラン

17

• イギリスでの⾦融教育

イギリスではMASが主導して消費者への⾦融
教育に⼒を⼊れている。

・ペンションワイズ

ウェブサイト上での情報提供、電
話・オンライン、対⾯の3つの
チャネルでガイダンスを⾏う。

・ペンション・アドバイザリー・サービス
資⾦や債務、住宅、雇⽤といった⽣
活していく上で消費者から切り離せ
ない問題について、無償でアドバイ
スを求めることができる。

18
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4

• まとめ

金融教育がまだ金融知識をただ身につけるだけという意

識が強い。

⾦融知識を⾝に付ける事は⼤前提だが市⺠社会への貢献
も加えていくことが今後の⾦融教育の課題であると考え
る。
また、海外のパーソナル教育やISA(⽇本ではもうNISAと
して取り⼊れられている)などといった事例や教育を取り
⼊れていくことも⽇本の⾦融リテラシー向上の⼀環とな
るだろう。

84.2

59.4

59.4

32.7

25.7

15.8

10.9

8.9

3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

9.お⾦を上⼿に管理し、計画的に準備で…

8.⾦融機関や⾦融商品を⽐較し、より良…

7.夢や⽬標を実現するための資⾦計画が…

6.お⾦のトラブルに巻き込まれることを…

5.万が⼀の場合により良く備えることが…

4.世の中で起きていることに関⼼が持て…

3.家計の選別の⽬が⾼まることで質の⾼…

2.貯蓄の有効活⽤によって⽇本の経済成…

1.⾦融商品の購⼊を通じて社会貢献できる

⾦融教育を学ぶ意義（○3つま
で）

19

卒論について

・書いた⽅が社会に出る前の慣れができる

・⾃分が本当に興味あることが⼀番良い

・ギリギリまで残しておかない

20

ご清聴ありがとうございました

21
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卒業論文発表
更生保護の現状と再犯防止への取組への課題

西尾 裕太

1

目次

1, テーマに関して

2, 更生保護とは

3, 更生保護の概説

4, 再犯防止への取り組み

5, 更生保護における諸課題

5, 求められる再犯防止への取り組み

6, 参考文献

2

1, テーマについて

・就職活動に際して、公務員公安職を希望しており、安心で安
全な社会を実現するためには、どのような取り組みが必要か疑
問に思い、研究調査した。

・法務省が発行する犯罪白書により、近年の再犯者率が増加し
ていることから、安全な社会を実現するためには、再犯を防止
することが要であると考え、犯罪者の更生を支援する「更生保
護」に着目し、そこに付する諸課題を明らかにした。
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出所者 協力雇用主保護司保護観察官 地域住民

2, 更生保護とは

出典：政府広報オンライン

支援

「立ち直りを導き、助け、再び犯罪や非行に陥るのを防ぐこと」
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3, 更生保護の概説

捜査・逮捕（警察）

起訴（検察）

判決（裁判）

矯正（施設内処遇）

更生保護（社会内処遇）

刑事司法手続きの流れ

就労支援
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4, 再犯の現状

出典：法務省「犯罪白書」(2020)

刑法犯検挙人員中の再犯社人員・再犯者率の推移

再犯者率が
増加

6
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5, 再犯防止への取組

就労支援
生活環境の整備

社会貢献活動

再犯防止推進法

専門的処遇プログラム

刑の一部執行猶予制度
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6, 更生保護における諸課題

・出所した後に頼るところがない

・就労を支える存在である協力雇用主が不足
・保護観察を実施する保護司が不足
・就労先での就労継続が困難

・受け入れを望んでも、保護観察所から連絡がない
・地域社会で生活する出所者に対する考え方

・協力雇用主に対する支援不足等
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7, 残された課題

就労先の確保 ≠ 再犯の防止

就業先で就労継続

地域の理解
官民協働
ネットワーク

息の長い支援
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